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再生可能資源国家・アイスランドの緑化熱電戦略と応戦（その１）

-地熱・水力を中心にしたエネルギー政策等について-

１．再生可能資源国家・アイスランドの概要

２．再生可能資源国家・アイスランドとEU電力指令

３．再生可能資源：地熱の熱電開発と関係政策

４．再生可能資源：高地の氷河資源と国内52ヶ所の水力発電

５．緑化熱電と大量消費：電力多消費産業の存在

６．緑化熱電と低炭素社会

７．緑化熱電と種々の汚染物質

８．狭隘な電力市場と電力系統網

９．アイスランドの再生可能資源と未来可能性

10.まとめ
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≪標題についての少しの議論≫

表題：「再生可能資源国家・アイスランドの緑化熱電戦略と応戦」

■再生可能資源国家
-“再生可能資源国家“は必ずしも従来から議論されて定着している専門用語ではない。従来の用語としては、後半の資源国家であ
る。国内の資源レントに依存し、その過程で「資源の呪い,resource curse」、「貧困の罠,poverty trap 」に陥る等のレンテイア国家
（rentier state）が議論されてきた。再生可能資源は、体系的な開発手順を持つ伝統的な資源と異なり、資源の呪いの議論はない。再
生可能資源の開発揺籃期から発展途上、急速導入の段階に到達し始めている。再生可能資源の揺籃期は、バリューチエンもサプラ
イチェーンも確立していない、手探り状態であった。今日、再生可能エネルギーに関してLCOE、grid parity、スマートグリッドなどの議
論が盛んであり、再生可能資源国家は、これからの議論の対象にすること、更には再生可能資源の及ぼす社会変容など、広い意味
での”配当”についての議論も必要となろう。

■緑化熱電
-緑化熱電は、再生可能資源由来の熱・電力である。CO2フリーであり、伝統的資源に代替すべきものである。特に熱を含めた綜合
効率に着目し、熱電併給、特に地熱開発は、熱のカスケード的利用（エネルギー効率、省エネルギーの視点）の展開が、今後におい
ても導入・普及拡大が望まれる。その意味でも2012年のリオ＋20国際会議などの意義を踏まえたグリーン経済の意義は十分あり、ア
イスランドが提唱する「モデル社会」の意義がある。更に着実な展開のためには、開発拡大における環境汚染を最大限避け、環境コ
ストの内部化を進め、適正な電力価格の提供に至ることは、重要な論点である。この様な緑化熱電には、再生可能から持続可能なエ
ネルギーへの展開を目指す責務がある。

■応戦 ”挑戦と応戦”
-歴史学者アーノルド・トインビーの「歴史の研究」の第13章の表題は、challenge-and-response（挑戦と応戦）である。キリスト教的に
は、神が挑戦を人類に与え、それに応戦する人類の図式ではあるが、博士は、文明は、外部の自然・人間環境と創造的な指導者の
二つの条件によって発生すると指摘した。気候変動にタックルする人類の姿は、その応戦に相当することかもしれない。またアイスラ
ンド再生可能資源の開発史は、ささやかな応戦かもしれないが、気候変動を乗り越え、ゼロ炭素社会という新しい文明への足掛かり
に触れることになるものなのか。少なくとも三つの離脱を成し遂げつつある応戦史を刻む国として、あたらしい文明の端緒に触れる芽
を見出し育むことをアイスランドの指導者に期待したい。それは、再生可能資源のフロントランナーであるアイスランドが、提唱する
「モデル社会」、「アイスランド2020」などの今後の具体的な応戦にもかかっている。
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１．再生可能資源国家・アイスランドの概要



■首相府ー「Iceland 2020」を発表。
ダイナミックな社会を目指して持続可能性等の視点から15の数値的目標。
例えば5トン以下の新車は2020年までに再エネ利用75％等。

■国会ー「アイスランドの持続可能な繁栄」と三つの柱
①クリーンな自然環境、
②持続可能なエネルギーの使用、
③持続可能な教育の3本柱。

1）輸入エネルギーを再エネに転換すること
2）アイスランドのエネルギーは、社会や公共のためになる持続可能性を確保すること
3）地熱や水力資源は、予防的かつ保護的アプローチに基づいて開発すること
4）エネルギー戦略は、分散型、エコロジカルで有益なハイテク産業の開発を目指し強
化すること
5）エネルギー戦略は、持続可能な利用を優先し、地熱地域の酷使を避けること
6）より良いエネルギー利用を推進するために、持続可能な地熱蒸気を使用して、イン
ダストリアル・パーク等、園芸ハウス、リサイクル等を開発すること
7）ヨーロッパとアイスランドとのエネルギー国際連系線は十分精緻な研究を進めるこ
と



２．再生可能資源国家・アイスランドとEU電力指令との関係

■再生可能資源国家・アイスランドとは・・・・・

-EU非加盟国

-EFTA（ European Free Trade Association、欧州自由貿易連合）、アイスランド、ノルウェー、リヒテンシュタイン、スイス

-EEA（欧州経済地域）：欧州自由貿易連合(EFTA)加盟国が、欧州連合(EU)に加盟することなく、EUの単一市場に参加で
きる枠組み。

-（EEA協定第128条ーEUに新規加盟する国はEEAにも加盟しなければならない）EUの立法には関わらないが、原則的に
EUの法規制を受ける。31ヶ国参加。

■EU電力指令などの動きとアイスランドの再生可能エネルギー政策（→概要の図表）

-孤立系統網

-年間発電量約170億kwhとヨーロッパ第10位、大規模な再エネ潜在量

■EU指令～EEA～アイスランドとアイスランド政策 （→図表） 政策の意思決定過程

-EU指令のアイスランドのエネルギー政策への決まり方

-1996第一次EU電力指令、2003：第二次EU電力指令 ヨーロッパの諸国間の単一電力市場の成立

-EU指令が直接的でなく、EEAを経てDown -loading
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■EEAの意思決定過程と、EEAの二本柱構造 → EEA協定

8

EEAは、EU+EFTA(アイスランドなど計４ヶ国）の31ヶ国共同市場

EU
EEA

アイスランド
（EFTA)

Up-loading Down-loading

EU指令～EAA協定～アイスランド政策（１）

EFTAの柱 EUの柱



EU指令～EEA協定～アイスランド政策（２）

■小規模孤立系統の例外規定の攻防
・1992 ECが電力指令案を提案
・1996 EU指令（案）の「第Ⅲ章発電」に「小規模孤立系統地域」の除外規定の挿入要請
・EU指令（案）のEEA協定化。EU指令（案）に問題が多い場合は除外規定で対応

・1999 EEA協定にEU指令（案）は組み込まれ、2000年にEEA協定が発効。

・２年間猶予国、除外規定がEEA協定の対象となる。

9

小規模孤立系統の定義

EU指令

「第Ⅲ章」の発電部分

small isorated system
第１次電力改革
96/９2/EC

small isorated system
第２次電力改革
2003/54/EC

Micro-isorated system
第3次電力改革
2009/72/EC

電力消費量(KWh),1966 2500GWｈ(30億KWｈ)
未満

3000KWｈ(30億KWｈ)
未満

500GWH(５億KWｈ)
未満

他の連携線の接続 5%未満 ５％未満 接続なし

対象国 ルクセンブルグ、ギリシャ・スペ
インのロードス島、カナリアなど
の島

マルタ、キプロス、 マルタ以外のNIIの島

注１） NIIs：All Greek Non-Interconnected Islands 
注２）現在、情報交換などのために自発的な組織TSOｓとしては、entsoeの指導の下にVRGISが存在する
注３）アイスランドは、51億KWｈ（1966）のため除外。 G:10億、 GWｈ:百万ｋｗ
●VRGISの存在：Voluntary Regional Group Isolated Systems ー４ヶ国メンバー



EU指令～EEA協定～アイスランド政策（３）

■第２次EU指令とアイスランド電力法の改正

ー2005年、第2次EU指令（2003/54/EC）がEEA協定に ➡ アイスランド電力法の改正（2004,2008）
電力法６５/２００３

ーアイスランドは、 「アイスランド電力法」に国富の強化。

第一条の目的

１）電力供給義務、公益性等の制約の中で発電と電力取引の競争環境の保障

２）電力の送電・配電の有効性、効率性の促進。

３）エネルギー供給システムのセキュリティと消費者保護の保障

４）再生可能エネルギーの使用と他の環境基準の監査促進

ー第二次指令：事業分離。１万世帯以上をカバーするDSOの法的分離要求

（EU指令のDSO要件は、１０万世帯未満）

ー2005年：Landsnet （TOS）が事業開始。
ー2006年：電力完全自由化
ーインフラなど費用増大にもかかわらず、電力料金は、他の国と比較して安価。
ーEU指令とのミスマッチ：EU指令は、広大な電力網、特に国境を超える電力網と電力取引であり、小
規模、孤立電力網に不適だが、良好に対応。
ーアイスランドは、EU指令（案）に例外規定の権利を得た。
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Blue	Lagoon,	swimmers	basking	in	a	lagoon	of	warm	water：地熱利用のスパー

・ブルーラグーンは、アイスランドの南西部、ネキャ
ネース半島、首都レイキャヴィークの南西約40km。
自然温泉ではなく、隣接のスヴァルスエインギ（”黒
い牧草地”）地熱発電所が地下2000m、240度地熱
の副産物。
・地下熱水の温排水の貯留・再利用、世界最大の
露天温泉、総面積約5000m²	。
・排水温度70℃→ ３８℃前後に調整
・ヒーリング効果が知られて以降、1981年から使い
始め、1992年ブルーラグーン社操業開始
・「驚異の世界２５」の一つ
・豊富なミネラルを含む-スキンケア製品
・シリカ分が多い、乳白色の温水。

”スヴァルスエインギ地熱発電所”
・HS Orka社（私企業所有）
・1976年創業、2007年現在、7.65万ｋｗ（電力）
・90℃、475リットル/ｓ、温水（8万ｋｗ相当）
・暖房等温水→パイプで首都へ供給、GeoDHシス
テムの普及（現在、全国98％）
・ケフラビィーク国際空港から15分

13

総面積約5000m²	

３．再生可能資源：地熱の熱電開発と関係政策
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アイスランドのMPHGER 大規模水力発電 地熱発電 風力発電 備考

第1フェーズ（1999～2003） 20箇所（高地地域） 8箇所（高温地域） ー

第2フェーズ
（2004～
2010）

2004~2007精査と情報収集 ・30～40の主要な箇所 ・・・ 66（内38地熱）
・開発(56％）、保留(19）、保護（25）ーカテゴリー化

・環境、自然、野生生物、景観、文化財、古代遺跡、
伝統的土地利用、野外活動、漁業、狩りなどへの精
査と配慮

ー ・4WG設置
・開発済
20~25％

2008~2009新運営委員会、
再評価等

2010 第２次完結

第3フェーズ
（2013～17）

※第２フェー
ズの精査等

・運営委員会など
①科学的知見：

運営委員会で81地点を検討中。カテゴリー化が審議
中。再アセス５、開発・保護23、29未決定。

対象にする 4技術委員会の

設置

②事業の責任体制：
③評価過程：

資料：アイスランド環境省、経済・技術改革省、運営委員会等の資料より、著者作成（２０１５）。

第３次水力・地熱発電マスタープラン（ MPHGER）

Source: Egill Benedikt Hreinsson, ICELAND’S ENERGY RESOURCES AND MASTER PLAN WITH ENVIRONMENTAL AND ECONOMIC CONSTRAINTS
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マスタープランを巡る再生可能エネルギーの導入過程
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風力の潜在量とIcewind事業の展開

ノルデック研究プロジェクトIcewindは、2010年～2014年。これは、Riso研究所とデンマークが先導し、
Denmark, Finland, Iceland, Norway and Swedenからの科学者、Landsvirkjun社、Icelandic Meteorological 
Office 、University of Iceland, Icelandic TSO Landsnet社、アイスランド政府等が進め、最終的には、風力、
波、着氷の精緻な予測し、洋上風力事業の効果的円滑な事業推進にある。 このプロジェクトは、長期的
な気象統計データに始まり、スウェーデン、アイスランドの氷化地図の作成を含み、Ｒｉｓｏ 研究所（デン
マーク）は、デンマーク、フィンランド、アイスランド、ノルウェー、スウエーデンの会社や科学者、更にアイ
スランドLandsvirkjun社のプロジェクト担当者、アイスランド気象所、アイスランド大学、アイスランドＴＳＯ
（Ｌａｎｄｓｎｅｔs）社が参画したものである。

１７
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地熱の直接利用

19

ヒートポンプは少な
い

出典：
Nation

al	
Energy	
Autorit
y,ORKU
STOFN
UN
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GeoDH systems	in	Europe

Source:	EGEC	Market	Report	2014
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発電別の平均ＬＣＯＥ コストと設備利用率
（2019年に米国内で運用開始予定の施設）



DHの平均的な価格ー欧州、米国、韓国
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暖房価格の比較:地熱（緑）、電気（黄）、ガソリン(赤）
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出典：National Energy Agency(ORUKUSTFNUN)資料等、2013年中央値
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多消費産業（60億Wh,2006）は一般の２倍➡３倍に急増

2倍

3倍

■電力多消費産業が緑化電力を使用するCO2削減効果は大きい
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GeoDH の地域暖房の飛躍的拡大と要因
1970年代の40% から80% に拡大（約12年間）

①石油危機（ 1970 – 1982）と大戦の教訓
②外的条件– 評価の必要性と GeoDH 計画の策定と実施

③地熱拡大の政策目標ー国レベルと主要な市の取り組み



アイスランドのGeoDH導入の経済的な便益
1914-2013年間のGDPに基づいてGeoDHの導入による国全体の節約

27

●最近の節約総額はGDPの約７％相当
●年間国民一人当たり３千ドル
●年間世帯当たり（４人家族）１万２千ドル相当
●総額はオイル使用想定とGeoDH熱利用との差額



1914～2013間のGeoDH導入効果（累積総額 2.18兆円）
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1914～1981：68年間5千億Isk＝4350億円

1982～2004
追加22年間：＋１兆Isk＝8700億円

2005～2013：
追加９年間：＋1兆ISK＝8700億円

●0.5＋１＋１＝2.5兆Isk=２．１８兆円

●節約総額は、GDPの約７％
●年間国民一人当たり３千ドル
●年間世帯当たり（４人家族）１万２千ドルに相当する“富“。

●この総額は、オイル使用想定とGeoDH熱利用との差額。
（１Isk=0.87円、2016.3）



オイル代替によるGeoDH熱システム導入効果（ 1990～2010 ）
累積CO2削減量の総量と効果：３千５百万トン
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●２０年間の総削減効果＝３千５百万トン

●大気清浄化、健康などに貢献
●国民一人当たりCO2（１０９ｔ）削減相当

●毎年・国民一人当たり5.5ｔ削減に相当

20年間：CO2ー３５００万トン



地域暖房によるレイキャビークのCO2削減効果

30

ピート・石炭使用の激減→GeoDH導入により右下の

写真ようにスモッグに覆われ、不健康な首都レイキャ
ビークの空が蘇生

急速なGeoDH導入

スモッグ～清浄な大気への転換



■地熱エネルギー・・・ 熱と電気の併給
ー世界で早くも1930年・・・建物の熱供給は洗練された最大の地熱ユーザー
ー750MWの熱利用の電気利用と毎年6000万㎥のGeoDH
ー地熱の高エネルギーエリアにレイキャビクの30km東の５基の電力/熱のプラント。
ーレイキャビクエネルギー社は、毎年温水6300万tを約170,000人に供給。暖房が85%、入
浴・洗濯15%、「暖房」は、家、水泳プール、温室、道路・歩道の融雪用。

ー高温帯は発電使用。また都市に入る前に、熱交換器。冷却した水は再循環し、直接下
水施設。更に熱水を加え加温するか、排水管に排水。
ー高温帯(1000m以深、200℃以上の温度)と同様に低温帯(約1000m未満、150℃未満の
温度)の温水。低温帯温水は約1,300kmの都市熱供給システム（配管）で直接供給。
■ヨーロッパの最貧国から離脱
ー地熱エネルギーは、比較的貧しい国から非常に高い生活水準に変化。
■化石燃料依存の削減
ーCO2排出は世界で最もクリーンな都市の1つ。
ー地熱の都市使用：１億１千万トンのCO2が大気排出防止（1944年から2006年）
ー毎年、最高400万トンのCO2削減削減
■アイスランドの地熱関連の知的基盤の国際的展開、貢献
ー国連大学地熱教育プログラムとアイスランドの全国的なエネルギーノウハウなどが、開
発途上国が地熱エネルギーの可能性を手助けするために設立。
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アイスランドのGeoDH政策等に関して（１）



アイスランドのGeoDH政策の歴史的背景と示唆（２）

■経緯と政策など
１．世界大戦と石油ショックがGeoDH政策の必要性を増進

・ 地球規模の危機がアイスランドのGeoDH政策に緊急性を

２． GeoDH政策に対する政治的、公的、部門的、財政的認識
・エネルギーセキュリティ、経済的、環境的理由からGeoDH政策は、国家・主要市の基本的認識

３．リスク・ローン： GeoDHのためのドリル試錐のリスク低減
４． GeoDHに転換→居住者への財政的支援
５． GeoDHのドリル試錐、建設上の財政やローンの仕組み
６． GeoDHへの機会を認識するための財政的制度
７．年間ＧＤＰの約７％、国民一人年間３千＄相当を享受。

■地熱エネルギーの導入がもたらす主要な機会
１．自然資源の活用
２．経済的機会と節約
３．エネルギーセキュリティの改善
４．ＧＨＧ排出削減
５．化石燃料の依存度の低減化
６．産業的、経済的活動の改善と展開
７．低炭素と地熱技術産業、雇用機会の創出
８．生活の質の改善

32
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アイスランドのGeoDH政策等に関して（３）
■国際的な連携体制

①国際的な連携、協働的な視点ーUNU-GTP制度と効果的な展開存在
-UNU-GTP制度により５８ヶ国583人（1979～2014）の研修等の実績
-UNU-GTP制度は、学士後プログラムで地熱探査と開発のキャパビルの途上国対応
-プログラムは、重要な地熱の潜在を持つ途上国・移行国の開発のための専門技術の
半年間訓練。実行中で技術移転が最大化可能な地熱開発が進んでいる国を対象。

②国際的な連携、協働的な視点ーその他の協力体制
-アフリカ共同のGeothermal Iceland 社、世銀、ノルデック開発ファンド
-２０１２年協定が「アイスランド、世銀、ノルデック開発ファンド」にある。
-協定は、５億＄の世銀援助の下で世界の地熱開発計画の開発。
-協定は、アフリカの地熱の可能性調査と試掘を供給する内容を含む。

③国際的な連携、協働的な視点ー（Geo thermal ERA NET、※）
-”Geo thermal ERA NET“ 目的：地熱エネルギーの情報交換
-ヨーロッパ地熱情報プラットフォーム作成の基本作業
-ハイライト な障壁の推薦的で賞賛できる実際的な解決法
-経済的機会、エネルギーセキュリティ、気候変動のCO2削減のための

※ヨーロッパ地熱開発強化の推進策
-地熱の科学的、政策的問題と付加価値と主要なステイクホルダーと公的関心を高めるコミュニケイト
-研究訓練とモビリティの移転協働を推し進める
-地熱エネルギー技術研究、開発、イノべーションに関する欧州共通の地熱アクションプランの政策と実施
-ジョイント地熱活動の準備と実施（国際間ファンド活動など）
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■まとめ <アイスランドの秘訣は？ ・・・ ８つの要素>

①当局と規制

②豊富な地熱資源

③科学的知見の蓄積と技術的要因

④教育と人的要素

⑤資本へのアクセス（資金とコスト）

⑥インフラ、市場、産業部門とクラスター

⑦国際市場とサービスへのアクセス

⑧会社機能、管理、専門性、産業、クラスターの相互アクセス

アイスランドのGeoDH政策等に関して（４）



エネルギー監
査・法律事務

”Iceland Geothermal”の地熱クラスター連携の詳細（１）
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技術コンサル 産業ニュース

地球科学 試錐 保険
ビジネス
コンサル

ファイナ
ンス

コンサル
タント

クラスター連携
(Iceland Geothermal,
GEORG, Sarnorka,

GeoDH

産業、養殖、農
業

レクリエーション、
保健、観光

産業

電力小売

地熱調査

訓練・
教育

送電・配電
（送熱・配熱）

鉱業 石油・ガス その他発電 ライセンス 市場規制 経済開発

ドリル・リグ
等

タービン、
発電機

パイプ、他
の機器

地方消費者:直接利用

地方消費者:間接利用

地熱資源の
探査・開発

地熱エネル
ギー生産

基幹機能

関係する工業など
サプライヤー・維持管理

政 府

知識体系

サービス供給者

アイスランドのGeoDH政策等に関して（５）

水産・農業 アルミ
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アイスランド・クラスターの５０の構成メンバー
”Iceland	Geothermal“のクラスターの詳細（２）



SER（２０１４）の設置
Setup Energy Reykjavik
<Co-operate project>
・Arion Bank
・Landsvirkjun
・GEORGE
・Inovation Cener Iceland

Setupの育成加速化プログラム
７チーム参加、１０週間、・・・・・

(集中的なtop-noｔｃｈ指導）

５０の卓越した指導者
・エネルギー事業者
・大学
・ビジネス関係者

チーム：概念実証（POC）の機会

（Pcithを行う）
・資金の受け手 ➡資金機会
・資金提供者 ➡資金リスクの軽減

Knowledge,
experience,
knowhow

事業理解の進展

・エンジェル投資家
・ベンチャー資本家

SER:エネルギー分野における強力な育成加速化プログラムとsetup企業
－ 多くの卓越したmentorsの陣容と強靭な知的基盤 －

・間断なきイ
ノベーション
とpublic	
engagement
の存在など。

・2012年には
TechStars社
の運用の加
速化プログラ
ムの試行の
実施と事前
準備

→SER設立へ

円滑な起業化

38

強靭な知的基盤
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地熱開発事業の各ステージと財政オプション



40出典:地熱発電の推進に関する研究会作成資料,2016．



41
出典:地熱発電の推進に関する研究会作成資料,2016．
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地熱の取り組みについて：アイスランドと日本の比較（１）
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地熱の取り組みについて：アイスランドと日本の比較（２）
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４．再生可能資源：高地の氷河資源と国内52ヶ所の水力発電



カウランユーカル水力発電所ーヨーロッパ最大の水力発電所
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ダム型式 ロックフィルダム

堤高/堤頂長 193 m /730 m

総貯水容量
発電設備能力
型式

（型式）

8.5x106 m³=850万m³
6	x	11.5 万ｋW＝69万ｋｗ
Francis-type

事業主体 国営電力Landsvirkjun社

着工年/竣工年 2003年/2007年

（１）年間発電量：東へ75kmにあるアルコア社のフャルザルアゥルアルミ精錬所への供給。
（２）貯水池ダム型：現在、アイスランド方式を検討中。5つのダムによって、3つの貯水池。貯水池の
水は、約73kmの地下トンネルを通り、420m下にある地下発電所に到達。Kárahnjúkastíflaダムは5つ
のダムの中で一番大きく、長さ730m、高さ193mとヨーロッパ最大級のダム。精錬所は2008年に稼働
し、水力発電計画は2009年に完成したが、環境への影響と外国人労働者等に厳しい批判。
（３）アルコア社の「持続可能性イニシアチブ」活動。企業や政府、電力会社、地域住民、教会、環境
保護団体など、さまざまな利害関係者が話しあい、地域の生活水準を引き上げたか、雇用や環境対
策を約束通り実行しているか、とアルコア社が長期にわたり守るべき基準を定める。資源のリサイク
ル、アルミニウム生成時の廃棄物や有毒な亜硫酸ガスを減らす最新技術の導入で、世界一の効率
性、安全性、環境にも優しい製錬所を目標としている。
（４）アイスランドの水力発電 （バッテリー効果）
ー貯水池ダム型水力発電が多く、将来的には系統の運用の微調整を想定。この件に関しては、国
際連携線の事業計画の策定が求められている。英国は、関心をしめし、事前調査等については、協
力して進めている段階である。



５．緑化熱電と大量消費：電力多消費産業の存在
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（2013実績）



驚異的に成長する電力消費、・・・・。
ー2005年～2010年にかけて、発電は倍増。低コスト（主に水力）の発電にある。
ー新規増加は、多消費産業、サービスに供給。成長の背景には、アイスランドの競争的な価格にある。豊かな自然の水
力と高温の地熱資源は、アイスランドの電力価格は、ヨーロッパ各国に対して競争的。（天然ガスで非常に安い）USの
spot価格でさえ、アイスランド電力会社にとって脅威でない。

ー基本的必要な電力量をEU内で経営したい電力会社は、アイスランド電力市場で提供される長期的協定（１2年にわた
り43＄/ｋｗｈのランズヴィルキン社との契約）と同等なことはできない。
ーアイスランドの再生可能電力の需要が、数年先にわたり伸びることが期待されている。
ー無尽蔵で競争的な再エネの存在は、エネルギー多消費産業やサービスに対して魅力的な立地条件である。
ー例えば、データセンター、アルミニウムホイル製造業、シリコン産業に効果的。
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Rio	Tinto	Alcan社（カナダ企業）のアルミニウム工場
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電力多消費産業の立地展開の現状と課題



世界のアルミニウム生産と電力料金（TARIFFｓ）
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IMPACT ON LANDSVIRKJUN´S FINANCIALS

2016年USA新規発電費用の予想（＄/千ｋｗｈ、送電費用含む)
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アイスランドのDC立地のHUB化と促進要因
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海底通信ケーブルシステム データ伝送速度 通信区間など

Tele Greenland’s Greenland Connect 
system 

1.9 Tb/s London, UK and Halifax, Nova Scotia via Iceland, 
Greenland and Newfoundland

eFarice’s FARICE-1 system 720 Gb/s Iceland and Scotland via the Faroe Islands

eFarice’s DANICE 5.1 Tb/s a four-fiber pair submarine cable between Iceland and 
Denmark

アイスランドの電力の特性
１．
２．
３．
４．
５．



■信頼性の高い電力供給

アイスランドの電力インフラは、世界
一である。WEF（ダボス会議（はアイス
ランドの配送電のセキュリｌテイは世界
でもっと信頼性の高い３ヶ国に入る。
アイスランドのＴＳＯ：Ｌａｎｄｓｎｅｔは、
送電網を所有し運用している。グリッ
ドは、発電所から直接電力を受けて
配電会社と多消費産業に送電してい
る。 PUE（ Power usage effectiveness ）で1.07の実績
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EIA: Iceland Tops Europe’s No-Carbon List by Askja Energy on September 23, 2014 
56

６．緑化熱電と低炭素社会
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図表
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2010年のCF4：123Gg,
C2F6：22Gg、計約145Gg
と、95%（145/153）がアル
ミニウム製造業から排出。

①1990年と比較して、エネル
ギー分野のGHGは、増加、

特に地熱部門の増加が顕著。
製造業は倍増している。

②アイスランド全体のGHGは、
350万から454万トンに増加
③14/CP.7を顧慮して、350万

から332万トンと減少。

GHGの変化(1990ー2010）
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ＳＯ２

←これも温暖化効果ガス

地熱発電から発生



４５

７．緑化熱電と種々の汚染物質

急増するＨ２Ｓ

卵の腐ったような匂いのH2S（硫化水素）が、急増している。これは、低濃度で目や呼吸器系に悪影響をを与える。
腐食性物質、可燃性、爆発性があり、呼吸器官系に影響を与える。低濃度や中濃度で長期的な暴露の健康リスクは
未だわかっていない。2000年と比較して倍以上にの排出量は増加している。首都で基準近くまで濃度が上昇しており、
環境コストの内部化など対応が必要。環境コスト、リスクを含めて、公的施設の適正なリターンについても納税者へ
の情報開示を含めた議論、適切な対応を行う必要がある。
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アルミ精錬工場から排出するＰＦＣｓｐ（パーフルオロカーボン類）

主にアルミ工場から

環境コストの内部化、リスクを含めて、自然資源の適正なリターンに関して十分な議論や情報開示が必要である。

OECD(2013）は、エネルギー多消費産業からのアイスランドへの純便益は、必ずしも最大化されていない。今後の自然資源の拡
大開発に際しては、広く、透明性が確保された費用便益分析を行うことであり、環境コストを加えても経済合理性が十分確保さ
れうる。既に契約された件についても再交渉は、国際的にも決してないわけでないと指摘。



注）Landsnet社:株所有-Landsvirkjun 社(64.73%), RARIK 社(22.51%), Orkuveita Reykjavíkur社 (6.78%) and Orkubú Vestfjarða 社(5.98%)。TSO
委員会当社は発電会社、配電会社、販売会社などの電力会社と独立。送電と電力システム管理運用、PXは2008年の経済危機以降未開設。
Unbundling【分離、EU 指令-2009/73/EC】-送電・配電網の運営を発電事業から分離。TEPは２０１２年施行。資料：アイスランド政府等資料、
Feasibility Study of Development Wind Power Projects in Iceland: An Economic Analysisｙ より筆者の加筆・整理・作図（2015）。

８．狭隘な電力市場と電力系統網
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エネルギー庁（NEA)と２委員会 ー 法的なライセンスと地熱開発の国家政策の担当
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出典：Ketilsson et al.、 Proceedings World Geothermal Congress 2015.



Landsnet
のグリッド
の特性など

・発電所などとの結合 ・発電力７千ｋｗ以上の発電所がグリッドの１９か所で結合
・全国の５７か所のグリッドから配電
・全国４か所で多消費産業に結合

・Gridの電圧構成 ・最新の４２０ｋｖは、現在２２０ｋｖで運用中。
・最高電圧は２２０ｋｖだが、全体は、１３２ｋｖを主体に運用
・６６ｋｖ以上や３３ｋｖもあり、全国の主要な変電所を所有

●TSO:Landsnetの価値(2008）
ISK 80 billion（800億ISK 約８００億円？） 、 ISK 46.6 
billion簿価。この価値の分配は、送電線と変電所である。
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総電力消費の平均的送配電チャージ(縦軸：ISK0.01/ｋｗｈ）

・合計

・送電ロス

・アンシラ
リーS
・配電
・発電
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図表 アイスランドの平均的な送電チャージ

2005年:ISK 0.01×0.88円 ２０１２年ISK 0.01×0.88円

合計 96.13（100.0） 0.846円/ｋｗｈ 113.81(100.0） 1.00円/ｋｗｈ
送電ロス 5.86( 6.1) 0.051円/ｋｗｈ 4.42( 3.9) 0.04円/ｋｗｈ
アンセラリーサービス 6.51( 6.8) 0.057円/ｋｗｈ 2.27( 2.0) 0.02円/ｋｗｈ
配電負荷 73.63(76.59) 0.648円/ｋｗｈ 106.13(93.25) 0.934円/ｋｗｈ
発電 10.13(10.54) 0.089円/ｋｗｈ 0.49(. 4.00) .. 0.004円/ｋｗｈ

図表 アイスランドの平均的な送電チャージ



－ 2025年までにアイスランドの電力：170億から330億ｋｗｈ？ ー
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９．アイスランドの再生可能資源と未来可能性
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アイスランドの産業全般に対する外
国からの投資について

特に、エネルギー産業に対する外国からの投資

エネルギー産業に対する外国からの
投資について

エネルギー資源の公正な使用料がア
イスランドに支払われることを前提と
した場合の外国からの投資

・アイスランドにとって、非常に重要と
思う

７０％

・反対 50.2％
・賛成 29.3％
・不明 20.5％

・反対 44％
・賛成 56％
・不明 0％

調査名：「アイスランドの地熱、外国からの投資、民営化」について
■調査主体：Gallup poll(2009)
■調査実施：Nordic Management Consultancy Firm Capacent
■回答者率：81％

■回答結果（一部）

ー自然資源、特にエネルギー産業への外国投資の受入れには不本意のあらわれ。
ー同様の結果は、基幹産業の”水産業”にも表れている。

ー自然の富や資源の配当（広義） は国民が享受できることが重要（➡ 次のスライド）。



71

ーノルウェーの事例（自然資源の管理）

・発電部門の所有形態

・電力グリッドの所有形態

・公的コントロール

ーノルウェーの年金基金等の運用

ーGPI（Genuine Progress Indicator：真の進歩指標）

• ＧＰＩは、ＧＤＰと同じ個人の消費データをベースとし人々が経済的、社会的にど
れだけ順調かを測定。

• (例）ＧＰＩの測定に使用される項目
所得分配／家事、ボランティア活動、高等教育／犯罪／汚染／長期的な環境
破壊／余暇時間の変化／防御的支出／耐久消費財と公共インフラの寿命／
外国資産
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ー環境を配慮しない開発の在り方によって、環境インパクトが変化し、GPI値を
押し下げる。自然資源のワイズユースが求められるー

出典：牧野、大橋照枝、中野桂、和田喜彦、 「経済・仕会・環境統合福祉指標の開発による持続可能性レポーティング・システムの形成」、兵
庫県立大学。

GPIを構成する環境領域に関する７要素
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■11 “dimensions” of well-being、 The	OECD’s	Better	Life	Initiative,	2011	



■”EU憲法条約”からEUのリスボン条約への政策上の変更点 ・・・ ESM

「 よりよい生活のための政策 」・・・・・

ーリスボン条約(2009.11全加盟国批准、12月1日発効）によりEUの政策はすべ
て雇用や適切な社会保障、社会的排除への対処の促進を考慮にいれていくこ
とが求められる。

ー地球温暖化やエネルギーに関する新しい規定。持続可能な開発および環境
保護はこれまでの条約でも優先分野として取り上げられているが、リスボン条
約はこれらに対し明確な定義を規定し、環境問題、特に地球温暖化への取組
みを国際レベルで促進することを約束。

ーエネルギーに関する新条項（エネルギー市場の機能、供給の確保、エネル
ギー効率や省エネルギー、再生可能・新エネルギーの開発など）が、エネル
ギー政策の全般的な目標として含まれた。

ー更にエネルギー問題について、初めて「結束の原則」が導入され、エネル
ギー供給において深刻な問題が発生した加盟国に、他の加盟国による供給支
援が要求される。
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10.まとめ
今回、（その１）は、アイスランドの再生可能資源の概要について述べた。研究会での発表・議論等を受けて、今後、更に論議を

進める必要があり、またこれらを踏まえて（その２）を報告する予定である。以下に中間的な取りまとめをおこなう。

１．挑戦と応戦（Challege-and-Ｒesponse ）にみるアイスランドの応戦--３つの離脱
アイスランドの応戦は、ヨーロッパ最貧国からの離脱、化石燃料消費国家からの離脱の成功につながった。再生可能資源の導

入・拡大の効果は大きい。三つ目の“近代からの離脱”は、途上である。アイスランドの再生可能資源の潜在量は膨大であり、そ
の開発は、狭隘な国内市場を考えるならば国際貿易、即ち孤立系統網を国際連系線（ＩｃｅＬｉｎｋ、詳細はその２で扱う）で欧州と連
系することである。緑化電力の化石燃料代替効果は大きいが、開発・成長拡大に対する議論もある。アイスランドの未来可能性
をどのように意味づけるか、議論の深まりが期待されている。

２．再生可能資源は、伝統的資源で起こった「資源の呪い」や「貧困の罠」とは無縁であった。揺籃的産業であった再生可能資源
産業には、その発展過程において、バリューチェーン、サプライチェーンが未確立であることから発生し難いことである。再生可能
資源が社会で卓越する時代を迎えた段階については、社会経済的インパクト分析に議論の余地がある。

３．アイスランドで進んでいる再生可能エネルギーの導入・拡大の現実は、アイスランド政府等が目指す「モデル社会」を表現して
いる。国内的には国民的関与・関心（public engagement）の十分な醸成とともに、地熱事業の熱電併給にかかる産業等のクラス
ター結合は、非常に効果的な事業展開を行っている。国外的には、地熱開発の国際的移転性が高くなるように、 UNU-GTP制度、
Geo thermal ERA NET、 「アイスランド、世銀、ノルデック開発ファンド」など国際的な連携、協働的な在り方が促進されている。

４．アイスランドの基幹産業は、再生可能資源産業であり、“再生可能資源国家”、”100％持続可能エネルギー国家”の道を開くも
のであるが、環境負荷（H2S、SO２等）に関して規制措置、環境コストの内部化を行う課題がある。また水産業、アルミ精錬製造業
からデータ-センター産業、観光業などの産業の多様性が求められている。 またエネルギー多消費産業からアイスランド国民へ
の純便益は、必ずしも最大化されていない。多消費産業への未来の発電・電力供給は、透明性等が確保された費用便益の枠組
みに基づいて評価すると同時に、電気料金は環境コストの内部化を含め、プロジェクトの長期コストをカバーする事業展開を行う
ことが重要である。

５．国家として資源の適正管理が求められて、第１７回国連総会において「自然の富と資源の恒久主権」１８０３決議（1962）が採
択された。アイスランドは、特に再生可能資源の導入・拡大過程で発生する富の配当、即ち「よりよい生活」を目指すことを意識し
ている。OECDのwell-being（１1分野）、GPI（真の進歩指標）などの社会経済計測ツール等を通じて（広い意味の）配当を議論する
ことは、伝統的福祉社会から“新しい福祉社会”へ移行・転換する上の初期段階として重要である。
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以上の研究会の発表（その１：中間的取りまとめ）には、次の諸点も存在する。中
間的取りまとめと重なる部分があるが、改めて記述しておくことにする。

(1)	緑化熱電併給の展開

アイスランドで起こっている現実、再生可能資源の大量導入は、原油など伝統的
資源が、存在しないことによる必然とか、小国で人口が少ないから、と果たしていえ
るのだろうか。その“現実”は、数度の教訓を踏まえた果敢な応戦にあるとみている。
眠る持続可能な資源を前にして、当時、石油資源等と比較して、再生可能資源の体
系的開発法は不明確で、ましてバリューチェーンは確立していなかった。しかし、ア
イスランドのユニークなところは、新しい社会を拓く洞察と強い意思と実践力の存在
にあったと思える。その再生可能資源は、一つには、地球の熱の活用、二つには地
球上で千変万化に変様する太陽資源（水力、風力、バイオマスなど）にある。人類は
化石資源を基幹にして地球経済の繁栄を謳歌してきたが、今やそれ自体が、人類
を滅亡へと追い込んでいることは、明らかである。再生可能でしかも自然が許容で
きる資源への切り替えを行い、化石資源への依存から我々を開放する仕様の一つ
が、アイスランドの現実である。この現実は太陽地球経済(注１）の端緒を開き、「持
続可能性革命」（注２）の模範になる要素を持っている。
注１）Hermann Scheerは「ソーラー地球経済」、「エネルギー倫理命法」の著書において体系的に論述
注2)
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(2) アイスランドの応戦にみる三つの離脱
アイスランドは、不毛の溶岩台地に幾多の困難を越えて国を築いてきた。3つの

離脱がある。貧困からの離脱、化石燃料からの離脱、“近代”的発想からの離脱で
ある。1970年〜1980年代は、欧州の最貧国の一つであった。漁業以外の産業は貧
弱そのものであった。政府は1990年代から構造改革を行い、アルミ精錬の発展な
ど産業構造は急変した。今や富裕国である。バックには再エネの急成長があり、同
時に進んだ化石燃料からの離脱は水素社会宣言に至った。再生可能資源に息を
吹き込み、着実な導入は、第１次エネルギー自給率が86％とその全量が再生可能
資源であり、電力は、１００％再生可能資源由来である。今や世界の再生可能資源
のフロントランナーである。徹底した先人の知恵と技術が、政策を支え成功事例と
なったといえる。

（3）近代の負の遺産とアイスランド仕様
COP21は、21年と長期にわたる締約国会議である。気候変動は産業革命から始

まった近代の負の遺産の一部である。アイスランドは社会実験国と言われる。アイ
スランドからEUへの電力輸出は、膨大な潜在量の開発に支えられた緑化電力の

チャレンジである。既に実験段階を超えた再エネの“アイスランド仕様”は、化石燃
料の置換に成功し、年間2千万トン超のCO2国内削減を結論づけた。国際版POC
（概念実証）を超えている。国際社会が求める未来を拓く仕様の一つだ。国際連携
線IceLink事業（本編<その２>で発表予定）は、EUの電力自由化、エネルギー安全

保障、気候変動対策等に寄与する国際的な事業である。小さな国の大きな応戦で
ある。
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（4）太陽地球経済への道
アイスランドの再生可能資源は、本を正せば地球と太陽資源の永続性に根差し、そ

もそも「太陽は私たちに決して請求書を送らない」資源であり、それが大部分である。
“新しい文明”は、この資源を基幹エネルギーに転換することが避けられない。アイス
ランドは、一時、金融立国を目指し国家破綻の危機に瀕したが、その教訓が国家変容
を促し、実体経済に占める再エネの存在をも高めた。安価な緑化熱電は、化石燃料
社会の硬直的な連鎖を乗り越えて太陽地球経済を拓く可能性を示し、原発依存の出
口に向けた貴重な事例でもある。必ずしも恵まれた条件でフロントランナーの立場を
獲得したものではなく、その経験・ノウハウは国連等による地熱発電のエネルギー協
定等に結実している。今後、島しょう国、途上国への導入支援やIRENA（国際再生可
能エネルギー機関）との連携強化が求められている。

（5）アイスランドのモデル社会と移転可能性
アイスランドは、男女平等度が連続7年世界第1位、国連世界幸福指数2位など上位

が少なくない。「RIO+20」の意義を踏まえた「アイスランドの持続可能な繁栄」の3本柱
と、これに基づき提唱する「モデル社会」は、豊かな社会変容を目指し着実な実証を示
そうとしている”応戦”である。また幸福指数(例：GPI)の経済要因を支える再生可能資
源の役割は小さくはないが、再生可能資源の大規模利用自体が到達点ではない。到
達点は、“近代の重荷”を削りおとす糸口にあり、新しい地平（パラダイム）を開くことに
ある。同時に地球上の“悲惨”に応戦する国連の新たなアジェンダSDGｓの展望に重
ねるものである。その意味でもアイスランドの提唱する先導的な「モデル社会」の意義
は大きい。
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(6)アイスランドの現実は、これからの世界にとっての“現実”になるか
世界を震撼させた史上最悪クラスの東京電力原発過酷事故は、終始、脳裏から離

れない。その事故サイトに白作業衣で３度訪れた。悲惨の一言である。日本のみなら
ず世界中に放射能物質のチリは拡散し、過去2千回を超える核実験のチリに混在す
ることになった。事故炉の処理・処分は深刻な課題を突きつけている。「エネルギー基
本計画2014」（閣議決定）には、「原発依存度を可能な限り低減する。ここがエネル
ギー政策を再構築するための出発点である」（P4）と断定している。原発はできるだけ
早く削減しゼロにすべきである。参考にすべき対案の一つは、“アイスランド仕様”で
ある。総論的には既にPOC（proof of concept）の段階を超えて、プロトタイプであると
言ってよい。人類の英知を結集して当地で進むこの“現実”を地球大に普及すること
は、十分意義のある行動である。多様なリスクの海に翻弄される人類は自己破滅を
願っているのではなく、持続可能な地球社会ためにアイスランドの”現実”を不可逆的
に受け入れて、新しいパラダイムへの橋渡しとしなければならない。

（文責：加藤修一）
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